
 

 

１ 要旨・目的  

令和 3年 7月に発生した静岡県熱海市における土石流災害等を踏まえ、盛土等に伴う災害の防止

を目的として、宅地、農地、森林等の用途にかかわらず、危険な盛土等を包括的に規制するため、

従来の宅地造成等規制法が抜本的に改正され、「宅地造成及び特定盛土等規制法」（通称「盛土規制

法」）が令和 5年 5月 26日に施行されました。 

岐阜県では、盛土規制法に基づく規制区域の指定に向けた準備を進めており、このたび、規制区

域（案）を作成しました。（中核市（岐阜市）の規制区域の指定は岐阜市が行います。） 

つきましては、この規制区域（案）に対する県民の皆様のご意見を募集します。 

 

２ 規制区域の概要  

盛土規制法に基づく規制区域は、「宅地造成等工事規制区域」と「特定盛土等規制区域」がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 規制区域（案） 

国の実施要領に基づき、地域の地形等に関する基礎調査を実施したうえで、宅地造成等工事規制

区域は、都市計画区域及び準都市計画区域、一定規模の集落等から選定しています。 

また、特定盛土等規制区域は、市街地や集落などから離れているものの人家等に危害を及ぼしう

るエリア等から選定するとともに、本県ではスキマのない規制を目指していることから、県内全域

を規制区域（宅地造成等工事規制区域又は特定盛土等規制区域）の対象といたします。 

 

 

 

 

 

４ 規制対象範囲  

 宅地造成等工事規制区域内又は特定盛土等規制区域内では、次の行為を行う場合、許可が必要と

なります。 

 

 

 

５ 運用開始時期  

   令和７年４月（予定） 

 

 

問い合わせ先 

担 当：岐阜県 都市建築部 建築指導課 

住 所：〒500－8570 岐阜市薮田南 2丁目 1番 1号（本庁舎 11階） 

連絡先：058－272－8631（電話）  

058－278－2782（ＦＡＸ） 

c11655@pref.gifu.lg.jp（メールアドレス） 

（https://www.mlit.go.jp/toshi/web/morido.html） 

 

図の出典：国土交通省・農林水産省・林野庁，「盛土規制法パンフレット（事業者用）」 

 

（https://www.mlit.go.jp/toshi/web/morido.html） 

 

図の出典：国土交通省・農林水産省・林野庁，「盛土規制法パンフレット（事業者用）」を一部加工 
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